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弾道ミサイル防衛、すなわち発射されたミサイルを撃ち落とす軍備は、二つの目的から

喧伝されてきた： 

・米国兵力の戦場における保護（1991年の湾岸戦争で使われたパトリオットミサイルの

ような戦域ミサイル防衛によって）。 

・「米国本土」のミサイル攻撃からの防衛（本土ミサイル防衛によって）。［注１］ 

一見するとこれらの目標には反論の余地がないようにみえるため、この計画が必要とす

る相当な支持や資金を米国はこれまで得てきている。 

1950年代以来、米国はミサイル防衛に1,000億ドル以上を費やしてきたが、レーガン大

統領が「戦略防衛構想」［注２］を 

発表した1983年以降にこのうち約600億ドルが使われている。しかし、ミサイル防衛の

配備は、核の危機を減じるどころか、逆に高めることになるであろ 

う。起こりつつある危機を理解するには、弾道ミサイル防衛計画を、軍事および政治的

な政策全体の中で、米国が過去現在を通じて堅持している核の先制使用・ 
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先制攻撃オプションの文脈に照らしてみることが不可欠である。 

広島と長崎の核爆撃は、非核保有国に対してなされた最初の核兵器使用であった（実際

、ドイツは1943年５月５日の時点ですでに潜在的な攻撃目標からはずされていたが、こ

れはドイツが核で報復してくる可能性が懸念されたためである）。［注３］核攻撃によ

る戦争終結の有効性について広くゆきわたっている信念［注４］と、戦後最初の核実験

による被害と汚染に対する評価は、米国の核政策形成の中心をなしてきた。米国が核の

独占はしないまでも、核における優位性を保持し続けているのは、これらが前提として

あるからである。 

米国の目標は、核攻撃を核で報復する脅威を与えるという以上の、もっと広範囲におよ

ぶものだった。米国は、ソ連を抑止し、ソ連が介入する恐れ 

のない世界のあらゆる地域で米国が「重要利益」を追求することを可能にするような、

統合的軍事力をもつことをめざしたのである。たとえば1954年、 

CIAが支援したグアテマラのクーデターが起こる前、米国はニカラグアに核兵器を搭載

可能な爆撃機を飛ばしているが、これ以外にも、米国が非核保有国に核 

を使用しそうになった状況が数多くあった。［注５］ 

ペンタゴンで核戦争に関する研究者であったダニエル・エルズバーグは、「ペンタゴン

・ペーパー」として知られるようになった資料をベトナム戦 

争中にマスコミに発表したが、彼は、米国の核による威嚇の多くは非核保有国に対して

なされていることを指摘した。「引き金を引くかどうかにかかわらず、目 

の前の誰かの頭に銃口を突きつけていれば、銃は使われている」のと同じように、核兵

器による威嚇は核兵器使用を構成するのである。［注６］核不拡散条約（NPT）の非核

保有加盟国に対し、絶対核兵器を使用しないとの無条件の保証を行うことを米国が拒否

していることは、このような歴史的文脈からみられなければならない。 

米国は、いつでも、どこでも、好きなときに、一方的にまたは多国的に、国連安全保障

理事会の認可があろうとなかろうと、その軍事力を行使でき 

るようにする一方で、とりわけ大量破壊兵器による報復を抑止することを目標に据えて

きた。ベトナム戦争以後は、報復を抑止するという目標には、米国世論か 

ら軍事介入への強い反発が起こらないよう、戦死者を少なく抑えるという目標も組み込

まれている。世界中で展開されている米国のこうした力の行使は、それに 

ふさわしいグローバルなアカウンタビリティのシステムが伴っていない。ここからは傲

慢と悲劇が生まれる恐れがあり、実際にそうであった。CIAが支援し 

た、グアテマラの民主政府転覆と抑圧的軍事独裁政権への交代によって、20万人もの命

が「虐殺行為」で失われたのである。米国も今ではこの共謀を認めてい る。［注７］ 

米国の弾道ミサイル防衛構想は、このようにアカウンタビリティを欠いた力の行使パタ

ーンに適合するものである。しかし、本土ミサイル防衛は防 

御盾を張ることになるという発表された意図とは裏腹に、実際は米国民にとっての核の
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危機を増大させる。米国が先制攻撃にも報復にも有効な核兵器を保有する 

唯一の国家である以上、他の核兵器国にとって、米国の本土ミサイル防衛は、核の報復

を占有しようとする企てと見えるだろう。他の核兵器国は、当然そんな結 

果を招かないために可能な限りのことをするだろう。 

その確実な反応の技術的根拠は、米国とロシアの核兵器は相手国の核兵器を、深海に隠

されていたり地上配備型だが移動するものを除き、発射前に 

正確に破壊できるという事実と密接に関係する（理論にはまだ若干弱点があるが）。米

国は難攻不落の潜水艦搭載戦略核兵器をロシアよりはるかに多く保有する 

（ロシアの1,600に対し3,500）。しかも今日ロシアは、安全上の理由と大型艦隊を海上

に配備する資金がないことから、戦略潜水艦を全艦ないしほぼ 

全艦、港に停泊しておかざるを得ない。中国は米国本土に届く地上ミサイル約20基をも

ち、それぞれ１個の核弾頭を備えているが、これは準備にまる１日以上 

かかる。戦略原子力潜水艦１隻も開発中だが配備されるのはまだ先である。［注８］ 

先制攻撃される恐怖は、米国とロシアが偶発的核戦争を勃発させる深刻な危機をすでに

生みだした。両国とも、数千個もの核弾頭を、これらが地上 

や港で破壊されてしまう前に発射すべきだという論理のもとに、いつでも発射できる態

勢に置いている。先制攻撃の脅威とそこから偶発的に発生する核戦争の危 

機は、本土ミサイル防衛が展開されることによって著しく高まることだろう。 

計算してみよう。ロシアにはミサイルと爆撃機を合わせて核兵器の発射装置が1,200基

あり、これらはおおむね多弾頭である。もし米国が２、 

３の戦略潜水艦を除きロシアの核攻撃力を一掃できたとしても、ロシアは数十基の核ミ

サイルにより米国を破壊することができる。ロシア側の計算では米国はこ 

のリスクを犯せない。しかし、もし米国が残り数十基のミサイルを発射された後に高い

確率で撃ち落とせるようになれば、米国の先制攻撃の実行可能性ははるか 

に高くなる。そしてその危険は、ロシアの兵器が減れば減るほど高まることになる。な

ぜなら、ロシアの核兵器が損耗や維持費不足で減ってゆく間も、米国の核 

弾頭が減らないとすると、米国が破壊すべき標的はごくわずかになっていくからである

。 

核兵器エスタブリッシュメントの間では当たり前の、かくも恐ろしい計算は、非核精密

兵器の登場によって一層深刻化していることを証明したの 

が、湾岸戦争とNATO－ユーゴスラビア戦争であった。これらの戦争で、米国は、地上

や港湾に配備された敵の核兵器を、非核精密兵器により破壊できること 

を証明したのである。つまり理論的に考えて、米国はたとえ核弾頭を削減しても、非核

精密兵器による攻撃力でそれを埋め合わせることができる。このような計 

算が成り立つことから、米ロの軍備削減協定は実現しそうもないし、過去の削減分すら

帳消しにされる恐れがある。以上の問題は、もともと長距離ミサイルの数 
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が米国よりきわめて少ない中国にとっては、さらに深刻に受け止められるだろう。 

となれば、ロシアと中国は潜在的な攻撃力を向上させるとともに、米国のミサイル防衛

を妨害する措置をとろうとするだろう。事実、中国はすで 

に、一触即発の警戒態勢にある固形燃料ロケットを開発している。中国が感じている先

制攻撃の恐怖は、台湾をめぐる米中間の潜在的対立などの危機を構成する 

一つの要因となるであろう。［注９］以上を総合して予想されることは、不安定で、一

触即発の危機が一気に高まるということである。 

リスクの高まりは、欧州でも様々な行動を引き起こす可能性がある。たとえばドイツが

、米国の本土ミサイル防衛システムが欧州の相対的安保を低 

下させると考え、核兵器能力をもつ決断をするかもしれない。『ワシントン・ポスト』

によれば、ドイツの外相ヨシュカ・フィッシャーは最近、「ドイツが核を 

もたないという誓約は、『米国がつねに我々の利益を守る、つまり最大の核軍備をもつ

米国がある種の秩序を保証することへの信用の上になされている』」こと 

を米国人に思い出させた。［注10］それに代替する方法としては、NPTの核兵器共有禁

止協定には反することになるが（第I、II条）、欧州連合がフランスと英国の核兵器を欧

州共通の軍事力とする決定を行うことが考えられる。 

各国間の緊張と、米国が戦争で核兵器を使用し、非核保有国家を核で威嚇してきたとい

う事実を含めた核の歴史を考えるなら、本土ミサイル防衛の 

配備は、敵側からは攻撃的戦略の一部とみなされる公算が高い。予想されるこうした反

応から考えると、弾道ミサイル防衛の有効性が仮に証明されないとして 

も、新たな危険を生み出すには十分だろう。ミサイル防衛が配備されそうであるという

だけで、ロシアおよび中国との新たな軍拡競争のリスクを高めるには十分 

である（「ミサイル防衛に関する声明［Statements on Missile 

Defense］」参照）。その結果、インドとパキスタンにも影響がおよぶことだろう。米

国の本土ミサイル防衛は、軍備管理および軍備削減に40年以上費 

やした努力に水をさす根本要素になりかねない。だからこそ多くの政府が、ABM条約

を核軍備管理および核削減の協定の土台と考えるのである。 

最後に、無視できない可能性として、もし米国がミサイル防衛を配備したら、それはむ

しろ、米国を北朝鮮のような国家からの核攻撃に対しより脆 

弱にしてしまう恐れがある（クリントン大統領はNMDの配備を2000年７月に決定する

予定である）。国家情報会議のみるところ、北朝鮮のような国家が非 

ミサイルの運搬手段より弾道ミサイルを優先させるのは、実際の有効性や兵器運搬の信

頼性よりも「威信」や「高圧的外交」などへの配慮が影響していると思わ 

れる。［注11］兵器運搬の有効性を最大基準とするなら、むしろトラック、民生用貨物

船、航空機などから発射させる方を選ぶだろう。これはミサイル防衛の批判者たちも共

通してもつ見解である。［注12］ 
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北朝鮮との交渉や合意が紆余曲折をたどっているのは、北朝鮮が、ミサイル技術の開発

を、実際の核兵器運搬手段としてよりも、米、韓、日との交 

渉で有利な立場に立つための手段として使っているからである。米国のミサイル防衛は

この交渉チップを無効にし、北朝鮮がミサイル開発を中止し核施設査察に 

同意している現在の方針と合意を危機にさらしてしまう。換言すれば、ミサイル防衛は

、北朝鮮との外交上の合意を台なしにするとともに中国をも怒らせ、北朝 

鮮と潜在的にはより強い協力関係を結ばせる恐れがある。このような状況下では、北朝

鮮の核戦略は、核兵器を非ミサイルの手段で運搬するという付随的プラン 

に同意するような外交への依存度を低めるから、米国はより大きなリスクを負うことに

なるだろう。 

１個かわずか数個の核爆弾が米国本土で爆発するだけで、米国はかつて経験したことの

ない破壊を受ける。米国が、国際協定ではなくて軍事的手段 

と技術的に洗練された方法によって自己を守ろうとし、同時に海外で自由にふるまいた

いという野望をもつ以上、ミサイル防衛は魅力的な構想であろう。しかし 

この構想が、他の核兵器国および潜在的核兵器国の安全保障を危険にさらしてでも、一

方的な安全保障を保証するものだという幻想にしがみつけば、米国は自国 

民を含むすべての人類にとっての核の危機を増大させてしまうだろう。核軍備に総額5.

5兆ドルを費やし、うちほぼ１兆ドルを核兵器への各種防衛手段に費や 

してきた米国すら、いまだ脆弱性をかかえていることがそれを示している。［注13］ 

防衛的対弾道ミサイルシステムの配備がもつ戦略的意味は、もちろん、これが永続的な

核軍縮の文脈において実施される場合には異なったものにな 

る。このようなシステムは、もはや核の先制攻撃力を構成するものではない。しかし、

たとえ核武装解除の文脈において行われるのだとしても、グローバルな合 

意を得た枠組み内（ありうべくは、軍縮体制から離脱する何らかの国に対する防衛とし

て）で行われない限りは、脅威とみなされる可能性がある。我々は、この 

システムは莫大な経費を必要とし、信頼性も確保できないので、たとえ前記の文脈にお

いて行われたとしても有益な支出とはならないと思うが、それでも、もし 

そのように実施されれば、世界の安全保障を不安定にする度合いが、少なくとも核兵器

に関する限りは低下するだろう。 

ミサイル防衛の配備が、軍縮の前になるか後になるかでどのような違いがあるかは、19

86年のレイキャビクサミットの会期中、レーガン大統領がゴルバチョフ大統領に提示し

たプランの中では認識されていた［注14］。 

このプランは、米国とソ連が、すべての核ミサイルの武装解除および破壊を行ってから

、共同のミサイル防衛システムを配備するというものだった。レーガン大 

統領の戦略的防衛構想には多くの難点があり、たとえば宇宙への核兵器配備もあげられ

ていることをみても、完全な軍縮計画ではなかった。米国をかなり有利に 

するもので、少なくともゴルバチョフ大統領がこれを拒んだ根拠はそこにあった。しか
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しレーガンのプランでは、少なくとも、ミサイル防衛を配備する前に、先 

制攻撃力の放棄がまずなされねばならないという原則が暗に認められていた。この原則

が、現在、性急に進められているミサイル防衛構想では放棄されてしまっ 

ている。ミサイル防衛は、完全かつ検証された核軍縮の文脈をはずれたところで構想さ

れるべきではなく、どんなに少なくとも、運搬手段からすべての弾頭を切 

り離し、弾頭と、兵器に使用可能なすべての核物質を多国的監視下に置くという文脈に

おいて構想されるべきである。 

今や、核物質や核兵器製造の知識が広範囲に広がっていることを考えると、核兵器に対

する完全な安全というものは存在しえない。かつてそのよう 

なものが存在していたとしても、広島の爆撃とともに消え去った。目下、次善の策とし

て考えられるのは、完全かつ永続的な核軍縮に向けて着実で確固とした行 

程を定めるということである。 

NPT（核兵器の不拡散に関する条約）、すなわち、加盟国が核兵器のない世界をめざす

ことを誓約した条約の危機が高まっている。米国は軍縮と 

国際組織の管轄権を受容する方向へ、路線を変換しなければならない。そしてNPTの第

VI条に関する世界法廷の勧告的意見を認めるべきである。（NPT再 

検討会議へのIEER勧告［IEER's recommendations for the NPT Review 

Conference］を参照。） 
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paragraphs and subparagraphs under 3.1. 

技術的目標は「前方展開の派遣兵力を守るための、効果的かつすばやい移動が可能な、最新戦域ミサイ

ル防衛」を米国および同盟国が備えること、および「偶発 

的、未認可の発射もしくは意図的な攻撃……などの限定的な弾道ミサイル攻撃から米国本土を有効に防

衛する対弾道ミサイル（ABM）システムである。」 

［注２］ 

1996年ドル。（Stephen Schwartz, ed. Atomic Audit. Washington, DC: Brookings, 1998, Chapter 4, by John Pike, 

Bruce Blair and Stephen Schwartz. ）。1983年から1996年までの支出は510億ドル（1996年ドル）である。 

このとき以来の年間予算は毎年約30億ドルである。1999会計年度の予算措置では35億ドル、2000会計年

度では36億ドル（双方とも現行ドル）である。弾道ミサイル防衛機構［the Ballistic Missile Defense 

Organization］のホームページに詳細。 

http://www.acq.osd.mil/bmdo 

［注３］ 

Arjun Makhijani, "Japan: 'Always' the Target?", The Bulletin of the Atomic Scientists, May/June, 1995. 

［注４］ 

こうした主張は後に一層の論議をよんだ。たとえば、降伏に賛成した日本の指導者層にとってソ連の８

月８日の参戦が重要な要因となった。たとえば下記を参照。Gar Alperovitz, The Decision to Use the Atomic 

Bomb. , New York: Alfred A. Knopf, Inc., 1995. 

［注５］ 

核の警報リストの一つとしては、Barry Blechman and Stephen Kaplan, Force Without War. Washington, DC; 

Brookings Institution, 1978, p. 48 を参照。 

［注６］ 

Daniel Ellsberg, "How We Use Our Nuclear Arsenal,", reprinted in Donna Gregory, ed., The Nuclear Predicament, 

New York: St. Martin's Press, 1986, p. 90. 様々な核兵器国による核の脅威のリストは下記を参照。Science for 

Democratic Action, double issue on disarmament, October 1998. 

［注７］ 

Charles Babbington, "Clinton Regrets Support for Guatemala; U.S. Backed Forces of Former Regime in 36-Year 

War," Washington Post, March 11, 1999, p. A1. 国連のグアテマラ歴史真相究明委員会［Guatemalan Historical 

Clarification Commission］が、グアテマラ軍は「虐殺行為」を行ったと結論を下した。 

［注８］ 

Robert S. Norris and William M. Arkin, "NRDC Nuclear Notebook," Bulletin of the Atomic Scientists, 

January/February 1999 for US forces, March/April 1999 for Russian forces, and May/June 1999 for Chinese forces. 

数値は米国とロシアについては1998年末、中国については1999年の時点のもの。 

［注９］ 

Philipp C. Bleek and Frank N. von Hippel, "Missile Defense: A Dangerous Move," Washington Post, December 12, 

1999, Page B09. 

［注10］ 

William Drozdiak, "Possible U.S. Missile Shield Alarms Europe," Washington Post, Nov. 6, 1999, pp. A1 and A22. 

［注11］ 

国家情報会議『2015年にかけての諸外国のミサイル開発と米国に対する弾道ミサイルの脅威』（1999年
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９月）［National Intelligence Council, Foreign Missile Developments and the Ballistic Missile Threat to the 

United States Through 2015, September 1999.］。 

http://www.cia.gov/cia/publications/nie/nie99msl.html#rtoc12 

［注12］ 

国家情報会議（同上）は、次のように述べている：「WMD（大量破壊兵器）をミサイルで運搬するとな

ると、この種の兵器の設計にもともと技術的難題があっ 

たところへ、一層厳密な設計が求められることになる。たとえば初期の国産核兵器は、中くらいのサイ

ズの弾道ミサイルには大きすぎ、重すぎたが、船舶、ト 

ラック、ないし航空機で運搬するには適していた。さらに、ある国（ないし非国家主体）は、少なくと

も今後15年間はせいぜい数基の核兵器しかもてないと思 

われる。決定的要因となるのは発射の信頼性で、隠密運搬手段を使う方が、ミサイルより高い信頼性を

もつ可能性もある。ある国は、標的に弾頭を到達させるだ 

けでなく、WMDの弾頭がミサイル発射区域で事故を起こすことも避けたいだろう。一方、港に入る一隻

の船でも限られた場所に弾頭を確実に届けられ、船か 

ドックで核爆発を起こせば狙いは果たされるのである。」 Hans 

Betheその他の著明な物理学者らが、1995年６月に米国上院へ送った書簡でも、ミサイル防衛に関するこ

れときわめて近い見解が述べられている。「本 

土ミサイル防衛（NMD）は将来、米国本土に対しもっとも使用される可能性がある、ミサイル発射によ

らない大量破壊兵器攻撃をまったく防御できない。その 

ような攻撃方法は、ニューヨーク世界貿易センターやオクラホマシティ連邦ビルの爆破、東京の地下鉄

毒ガス事件で示された。このような攻撃は比較的安上がり 

でローテクであるが、効果的な標的に正確に狙いを定め、限られた軍備で最大の効果を引き出せる上に

、秘密裏に攻撃をしかけられる。」 （書簡の全文は、憂慮する科学者連合［the Union of Concerned 

Scientists］のウェブサイトで閲覧できる。 

http://www.ucsusa.org/missiledefense/index.html） 

［注13］ 

Atomic Audit, op. cit., Figure 1 and Chapter 4. 

数値はすべて1996年ドル。この数字にはこれまでにミサイル防衛に費やされた1,000億ドルも含まれる。 

［注14］ 

Ronald Reagan, An American Life, New York: Pocket Books, 1999 （Reprint edition）. 
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